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平成１８年度における労働者派遣事業所の動向と指導監督等の状況 

～引き続き大幅増加を続ける労働者派遣事業所、求められるコンプライアンス～ 

 

１ 労働者派遣事業所の動向 

愛知労働局管内の平成１８年度末現在の許可・届出の労働者派遣事業所数は、対前年度比３８．

４％増の４，７２５（一般労働者派遣事業所１，６９２、特定労働者派遣事業３，０３３）で、

平成１６年３月の「改正労働者派遣法」施行以来の大幅な増加が続いており、平成１５年度末と

比べ約３倍に近い事業所数となっている。 

特に、物の製造業務への派遣の届出事業所数の増加が顕著で、全体に占める物の製造業務への

派遣の届出事業所数の割合は３１．１％で、前年度（２５．８％）より上昇した。 

 

・ 愛知労働局における労働者派遣事業所の許可・届出事業所数の推移 《表１》 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度（3月末）

 事業所件数 新規許可・届出 事業所件数 新規許可・届出 事業所件数 ( 製造) 新規許可・届出 事 業 所 件 数  ( 製 造 ) 新規許可・届出 事 業 所 件 数  ( 製 造 ) 新規許可・届出 事 業 所 件 数  ( 製 造 ) 新規許可・届出

一般 434 117 538 126 690 (19) 184 1058 (282) 262 1364 (462) 181 1692 (659) 272

特定 604 94 686 110 974 (39) 310 1473 (222) 510 2050 (419) 590 3033 (810) 1004

計 1038 211 1224 236 1664 (58) 494 2531 (504) 772 3414 (881) 771 4725 (1469) 1276

（ ）内は、製造業務の労働者派遣を行う事業所の件数（内数）である。 
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２ 事業所に対する指導監督の状況 

(1) 個別指導監督 

平成１８年度に愛知労働局が実施した労働者派遣事業関係（請負事業を含む）の個別事業所



に対する指導監督件数は、前年度と比べ５２．８％増の６７１件（事業所）であった。 

内訳は派遣元事業主３０３、派遣先５４、請負事業主２２８、発注者８６であり、特に請負

事業関係について集中的な指導監督を実施した。 

このうち労働者からの申し出に基づくものは、前年度比９３．４％増の１４７件（派遣元事

業主４７、派遣先１８、請負事業主５４、発注者２８）であった。 

指導・監督の結果、４６０事業所に対して是正指導を実施し、当該事業所より文書による是

正結果報告が提出された。 

是正指導を行った事業所の割合（法違反率）は６８．６％で、前年度（６０．８％）より上

昇した。 

派遣元の主な是正指導事項は、「派遣契約に関する不備」（２９．０％）、「就労条件等の明示

に関する不備」（２１．９％）、「派遣元管理台帳に関する不備」（１８．８％）などであり、派

遣先では「派遣契約に関する不備」（５５．４％）、「派遣先管理台帳に関する不備」（３５．６％）

などであった。 

請負事業関係では、指導・監督を実施した請負事業主２２８件のうち２１０事業所に「請負

契約による労働者派遣」が見られたことにより是正指導を行った。 

また、「労働者供給事業」（職業安定法第４４条関係）に該当するものが６７事業所あった。 

発注者においても、８６件中７４事業所に「請負契約による労働者派遣」が見られ、「労働

者供給事業」（職業安定法第４４条関係）に該当するものも８事業所あった。 

 

・ 実施件数及び是正指導状況 《表２》 

労働者派遣事業 請負事業  
派遣元事業主 派 遣 先 小 計 請負事業主 発 注 者 小 計 

合 計 

① 実施事業所数 303(47) 54(18) 357(65) 228(54) 86(28) 314(82) 671(147) 

② ①のうち是正指導を行った事業所数 128(40) 48(14) 176(54) 210(47) 74(21) 284(68) 460(122) 

③ 是正指導率（②÷①）×１００ 42.2%(85.1%) 88.9%(77.8%) 49.3%(83.1%) 92.1%(87.0%) 86.0%(75.0%) 90.4%(82.9%) 68.6%(83.0%)

（ ）内は、労働者の申し出により実施した個別指導監督（内数）である。 

・ 是正指導（法違反）の内容 《図１》 
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(2) 集団指導 

１８年度中に行った研修等、集団指導の実施件数の合計は１６３回で、受講者数は１１，５

５９名にのぼった。 回数及び受講者数ともに前年度の実績（実施回数１１３回、受講者数７，

３７５名）を大幅に上回る実施となった。 

 

・ 集団指導の実施状況 《表３》 

内      容 実施回数 受講者数 

ァ 需給調整事業課各種講習会 １１３回 １，７７６名

 ・一般労働者派遣事業主許可証交付講習会 （２１回） （２７４名）

 ・特定労働者派遣事業新規届出後講習会 （４３回） （７５１名）

 ・新規許可・届出事前講習会 （４９回） （７５１名）

ィ 派遣元責任者講習会（講師派遣） １２回 ４，２４７名

ゥ その他（講師派遣） ３３回 ２，２５２名

ェ 「請負･派遣適正化合同キャンペーン」研修会 ５回 ３，２８４名

計 １６３回 １１，５５９名

 

３ 労働者派遣事業等に関する苦情・相談状況 

平成１８年度中の苦情・相談件数は電話によるものも含めて１４３件で、前年度と比較してほ

ぼ横ばいで、相談者別の割合は、労働者からが８１．１％、事業主からが５．６％、その他から

が１３．３％であった。 

相談内容は、「労働者派遣に関すること」（６１．５％）と「請負に関すること」（３２．９％）

が大多数を占め、労働者派遣に関する主な相談内容は、「就労条件等の明示」、「苦情処理の対応」、

「派遣期間中の途中解除」などであり、請負に関する相談内容では、殆どが偽装請負に関するこ

とであった。 



・ 苦情・相談の状況 《図２》 
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４ 平成１９年度の指導監督方針 

愛知労働局では、今年度から需給調整事業部を新設したところであり、労働者派遣事業の大幅

な増加及び製造現場を中心に請負を偽装した労働者派遣が見られる実態がある中で、新たな組織

体制のもとで、「労働者派遣事業の適正な運営の確保と派遣労働者等の適正な就労条件の確保対

策」を平成１９年度行政運営方針の最重点対策のひとつとしているところである。 

この方針をふまえ、本年度の個別指導監督については、「製造業等の請負事業主及び発注者」

並びに、「製造業等の労働者派遣に係る派遣元事業主及び派遣先」を重点指導対象とし、「労働者

派遣と製造請負との区分の明確化」、「派遣受入期間の適切な運用」等について的確かつ厳正な実

施に努めるとともに、需給調整事業部と労働基準行政とのより密接な連携を図るものとする。 

また、集団指導については「派遣先・発注者」に重点を置くとともに、昨年から実施している

東海４労働局「請負・派遣適正化合同キャンペーン」ついても、本年度も１０月～１２月にかけ

て実施する予定である。 



 
《解 説》 
 
労働者派遣事業 

 

 労働者派遣契約  

派遣元  派遣先 

雇用関係  指揮命令関係

 労働者  

 

 
労働者供給事業 

 ①                        ② 

  供給契約    供給契約  

 供給元  供給先  供給元  供給先 

 

支配関係 

（雇用関係を除く） 
 

指揮命令関係 

又は雇用関係 

 

雇用関係  雇用関係 

  労働者    労働者  

 

 

  ①のように供給元と労働者との間に雇用関係のないもの、及び②のように供給元と労働者との間に雇用関係のある

ものであっても、供給先に労働者を雇用させることを約して行われるものについては、労働者供給事業として職業安

定法第４４条に基づき全面的に禁止されている。 


